
今、こんな
動きがありま

すF   ocus on!

今回は取組みの柱Ⅲ「暮らしの安心づく
り」に位置づけられた取組みについて、
東社協医療部会MSW分科会幹事会よ
り寄稿いただきました。

無料低額診療事業のこれまで
　「無料低額診療事業＊１」とは、経済的な理由で医療を受け

られない人を対象に、無料または低額な料金によって診療を

行う事業です。ホームレス・人身売買被害者・DV被害者・在日

外国人・震災被害者・刑余者などの社会的に援護が必要な方

を対象とし、負担を軽減することで誰ひとり取り残さないよ

うに医療につなげることを目的としています。行政やNPO法

人等の各種支援団体と連携し、主に健康面から基本的な生

活の立て直しに向けた支援につなげています。東京都内では

55の医療機関でこの事業を実施しており（2025年10月現

在）、このうち30の医療機関が東社協医療部会に所属し、福

祉医療事業の充実に取り組んでいます。
＊１　社会福祉法第２条第３項第９号に規定

『医療相談室』の現状
　医療部会は、2002年ごろからホームレスに関する実態調

査を実施したり、相談会を行ったりしてきました。2010年に

はそれまでの取組みを引き継いだ『医療相談室』を設置し、相

談を受けたら速やかにその方の現況や要望等を整理し、適

切な医療を受けられる会員病院や診療所との受診調整を

行っています。近年は活動範囲が広がり、多くの在日外国人

の相談が支援団体から寄せられています。会員の医療機関が

対応した実例をご紹介します。

在日外国人A：頭痛、腹痛、発熱に悩まされ、なんとか近くの

医療機関にて自費受診したが原因は不明。更なる医療費が

捻出できず支援団体に相談したところ、『医療相談室』につ

ながった。受診調整ののち総合病院を受診し、マラリアであ

ることが判明した。いまや日本では国内感染の報告がない

症例だったが、すぐに感染症専門病院へ転送となり完治に

至る。

在日外国人B・C：日本で働いてきた70代夫婦。収入があった

うちはなんとか生活できていたが、高齢となり仕事ができな

くなったこと、高齢の夫を支えていた主介護者である妻の視

力低下により生活そのものを継続することが困難となる。支

援団体が夫婦の状況を把握し『医療相談室』に相談、妻の総

合病院への受診調整を図る。白内障手術を行った後は支援

団体のサポートもあり母国に帰国し、生活保護に類する制度

の利用、老人ホームへの入居に至ったとのこと。

『医療相談室』での外国人支援における
課題と今後の展望
　多くの外国人は、言語、文化、生活習慣の違いに加え、日本

の複雑な在留資格制度や医療保険制度に関する知識も不足

しがちで、必要な医療や福祉サービスから取り残されやすい

状況に置かれています。2023年改正出入国管理及び難民認

定法＊２により難民認定制度の見直しと送還停止効の例外規

定の創設が規定されるなど、在日外国人にとって在留資格や

難民申請の運用に多大な影響も出ました。「制度の壁」「言葉

の壁」「心の壁」と言われるように彼らが直面する課題は一つ

ではなく、単一の制度やサービスでは解決できない複合的な

ものばかりであり、社会全体として包括的に支援していく必

要があります。

　『医療相談室』は支援システムの中で、各種支援団体との

連携、情報の整理や共有、全体調整等の「ハブ」としての役割

を今後も担っていきます。福祉・医療に携わるみなさんとつな

がりながら、ソーシャルインクルージョンが根付いた社会の

実現に向けて取り組んでいきます。
＊2　詳細は令和５年入管法等改正について（出入国在留管理庁HP）を参照

ソーシャルインクルージョン
～誰ひとり取り残さない社会をめざして～

東京都社会福祉協議会では、「令和７～11年度東
社協中期計画」において“協働”ですすめる５つの「取
組みの柱」を設定しています。
今号からのFocus onでは、それぞれの柱に沿って定
めた令和７年度の重点取組みについてご紹介します。

東社協中期計画
についてはこちら

医療部会 MSW分科会

マンスリーニュース 2025.9.26～10.25

東社協の本

● 改めて言葉にするのは難しい“社協”ってなに？～基本要項2025から考える～

　　  社会福祉施設・事業者のための規程集
～就業規則・関連規程編 様式・資料付～【2025年データ版】

本商品は【データ版】のみの販売です。書籍ではありません。ご注意ください。
本規程集は、労働関係法、育児・介護休業法その他直近の法改正をふまえ、
福祉施設・事業所に合わせて作成した、就業規則及び関連する規程例（約50
種）、様式、資料集です。就業規則、主な規程にはわかりやすい解説を付け、各
施設で加工しやすいようにWordまたはExcel版を付けています。就業規則や
各種規程の定期的な見直しに本書をご活用ください。※ご購入手続き後、
Eメールでデータのダウンロード方法をお知らせします。
◆発売 2025.09.30　◆定価 6,600円（本体6,000円＋税10％）

成年後見制度とは･･･〔改訂第４版〕
本書は、成年後見制度をわかりやすく解説した小冊子です。
制度の背景や理念、あらましをはじめ、「補助」「保佐」「後見」のそれぞれの内容や
活用事例、Q&Aをコンパクトにまとめました。
◆規格 Ａ4判・32頁　◆発売 2023.05.31　◆定価 550円（本体500円＋税10％）

【ＤＶＤ】今すぐ役立つ！感染症予防
本DVDは、福祉施設等におけるノロウイルスなどの集団感染を防ぐための手順や
対応を、ドラマと特殊映像で分かりやすく説明しています。
◆収録時間　基礎編：約13分30秒  対応編：約13分
◆発売 2017.09.29　◆定価 1,320円（本体1,200円+税10％）

ご注文は東社協図書係まで  ☎03-3268-7185

東社協トピックス

９月25日、東社協地域福祉部地域福祉担当の主催で、第１回区市町村社協運営管理研修
が開かれました。都内の区市町村社協職員を対象にした研修で、２０２５年３月に改定さ
れた「社会福祉協議会　基本要項」がテーマとなっています。
当日は社協の変遷とともに、基本要項を基に社協の使命や役割を改めて確認し、それぞれ
が日常業務と照らし合わせながら、“社協”とは何かを言葉
にする時間を過ごしました。参加した職員からは、「自分自身

や社協の活動を振り返るきっかけになった」「私たちが変わらず大切にしなければならない考え方や姿
勢について問う時間になった」といった声が聞かれ、こうした場を継続していくことや、社協で働く多様
な職員と意見交換をし、自分自身の仕事や組織について言葉にしていく重要性が明らかになりました。

新刊

学びを現場のチカラに！ 研修室だより

　福祉事業所の研修担当者を対象に、研修計画の立て方や効
果的なOJTのすすめ方など、職場研修のしくみづくりを体系的
に学ぶ「職場研修担当者研修」を開催しました。
　本研修はコロナ禍を機にオンライン型へと移行し、「研修会
場への移動の負担がない」「繰り返し視聴できる」などの声を
いただきながらこれまで実施しています。
　今年は、こうしたオンラインの利点を活かしつつ、集合型で
の受講者同士の交流も取り入れた新たな形へとリニューアル。
事前の「導入編」動画で基礎知識を学び、「演習編」当日では講
義やグループワークを通じてさらに学びを深めました。

オンラインの強み×対面の交流  職場研修担当者研修をリニューアル開催しました！
　受講者からは「同じ立場の方と悩みなどを共有し情報交換
できた」「職場内で取り組むべき内容が明確になった」との声
も寄せられました。
　研修室では、テーマ等に応じて、オンラインや集合型などの
特性を活かし、より効果的な学びとなるよう研修を実施してい
ます。

東社協
研修受付システム
「けんとくん」は
こちらから

〈けんとくん〉 〈X〉Xでは
研修情報、
研修室職員の
つぶやき発信中！

社協 基本要項
2025

こども家庭庁は障害児支援部会で第４期
障害児福祉計画の基本指針を議論。主な
見直しとして、伴走型相談支援体制の強
化・強度行動障害児への支援・重症心身障
害児への支援・児童発達支援センターの
機能明確化・生産性向上とサービスの質
の確保を挙げ、基本指針の年内取りまとめ
をめざす。

29
9 2027年度からの障害児福

祉計画の基本指針を議論

厚生労働省は2024年度「介護給付費
等実態統計」の結果を公表。費用額は介
護予防サービス及び介護サービスあわ
せて11兆9,381億円（前年比4,242億
円増）となり、過去最高となった。また、
サービスを一度でも利用したことがあ
る実受給者数は前年より12万1,900人
増加の675万4,000人となった。

30
9 2024年度の介護費用

過去最高

ピックアップ

こども家庭庁は、生後6か月から3歳未
満の未就園児が対象で、親が働いてい
なくても子どもを預けられる「こども
誰でも通園制度」の来年度からの全国
実施において、利用時間の上限を月
10時間とする方針を示した。
年内に制度案をとりまとめる予定。

10
10 「こども誰でも通園制度」、

利用時間は
上限月10時間に

76 2025.11月号 2025.11月号



今、こんな
動きがありま

すF   ocus on!

　母子生活支援施設は、ひとり親であったり離婚を考えてい

たりする女性が困りごとを抱えている際に、ひと休みして生

活を立て直すために子どもと一緒に入居できる集合住宅型

の施設です。施設長や職員と関係団体が集まって母子福祉部

会の活動をしています。

　母子生活支援施設はDV被害者も多く利用するため秘匿

性が高く、積極的な情報発信をしづらい傾向があります。ま

た施設数も都内に32のみで、1法人1施設の法人や自治体の

中に1か所のみの施設も多くなっています。そのため、法人内

で独自に研修を実施することや他法人の情報を得ることが

難しく、職員が悩みやつまずきを抱えやすい環境にあります。

そのような中、部会では「人材の確保・育成・定着について、

部会に設けたすべての委員会で法人・施設の垣根を越えオー

ル東京で取り組むことで、よい情報をシェアし、それぞれの施

設が孤立しないように」というねらいで研修・交流等に取り

組んでいます。

施設や分野を越えた人材の課題への取組み
　研修委員会で実施する育成・定着のための勉強会のほか、

従事者会や、心理職などの専門職同士の会議では、職員がグ

ループワークで悩みを共有する時間を設けています。「都内

に施設が分散し施設数も少ない中、悩みを話し合って乗り越

えていく過程や、それを通じて誇りを持って働ける自分たち

のアイデンティティをつくっていくことが、育成・定着に必要

です」と副部会長の横井義広さんは話します。また、委員会や

部会の活動を順番に各施設の中で行うことで、職員が他施

設の状況を知ることができるように工夫されています。「『全

施設の施設長が全施設の職員を育てている』という意識を持

てたら、東京の母子生活支援施設がレベルアップしていくの

では」と副部会長の岡田薫さんは語ります。

　加えて、部会では月1回の施設長会でタイムリーな情報を共

有しています。また、より理解を深めるために、乳児部会や児童

部会など他の部会と協働で勉強会を開くことも。部会長の

齋藤弘美さんは、「母子が地域生活をするうえで女性、障害、

保育といった要素がつながっているからこそ、他の部会と一緒

に勉強をしたり企画を考えたりしていきたい。職員一人一人

がそのつながりを活かす意識を持つことで、孤立防止など地

域共生社会に向けて一緒に取り組んでいけます」と話します。

「家族支援」を強みに母と子を多面的に支えていく
　正副部会長の皆さんは、改めて施設の存在意義や母子支

援のやりがいを次のように語ります。「母子生活支援施設はケ

アワークだけでなくソーシャルワークの要素も大きいことを学

生に知ってもらいたいです」と横井さん。金銭面や就労活動の

サポート、子どもが通う学校との連携、さまざまな関係機関と

の調整や手続きなど、母子の地域生活を支えていく中でソー

シャルワークは不可欠です。さらに近年は、施設の多機能化と

して地域支援も求められており、そのためのコミュニティソー

シャルワークも強化されつつあります。

　また、母子生活支援施設では、母親を職員が支え、きょうだ

いとの関係も含めてサポートができます。他の分野にはな

い、家族を丸ごと支援していく「家族支援」の考え方を大切に

することで、虐待予防やパーマネンシー※の保障など、さらに

できることがあるといいます。

　齋藤さんは最後に、「母子支援の仕事では人生そのものを

考えたり学んだりすることができます。自分も他の人に支え

られて生きているからこそ、孤立している人たちが『嬉しい』

『美味しい』『楽しい』と思える経験をできたり、未来への希望

や夢を持つことのお手伝いができたら、という思いで働いて

います」と話します。

　母子福祉部会では、このように母子生活支援施設での業

務やさまざまな活動・役割について丁寧に伝えていき、多様

な人がやりがいを持って母子支援の仕事に取り組める環境

をこれからもつくっていきます。
※ 永続的に安心できる特定の大人とのつながり

オール東京でつくる
“母子生活支援施設らしさ”

東京都社会福祉協議会では、「令和７～11年度東社協中期計画」に
おいて“協働”ですすめる５つの「取組みの柱」を設定しています。
今号では、取組みの柱Ⅳ「福祉で働く人と支える組織づくり」に位置づけ
られた、令和7年度の母子福祉部会の重点取組みについてご紹介します。

東社協 母子福祉部会
（左から） 副部会長 横井 義広さん（リフレここのえ 施設長）
 部会長 齋藤 弘美さん（大洋社 理事長）
 副部会長 岡田 　薫さん（目黒区みどりハイム 施設長）

母子福祉部会HP

マンスリーニュース 2025.10.26～11.25

厚生労働省は「障害福祉サービス等報酬改
定検討チーム」で、この間の障害福祉サー
ビス等の総費用額の大幅な急伸をふまえ
て、制度の持続可能性の確保に向けた検討
の必要性を示した。
急伸の要因として、一人当たりの総費用額
の伸びと利用者の増加に言及。

25
11 障害福祉サービス、

持続可能な制度検討を

厚生労働省の社会保障審議会介護保険部
会ではケアマネジャー資格について議論が
なされた。現行の5年ごとの更新制度を廃
止する案や、受験に必要な実務経験の短縮
や、受験資格の対象拡大について方針が示
された。2026年の通常国会に関連法案を
提出する方針。

27
10 ケアマネ、現行の

５年ごとの更新制度
廃止へ

東社協の本 ご注文は東社協図書係まで  ☎03-3268-7185

東社協トピックス

東京善意銀行への現金寄附の方法は、銀行振り込み、クレジットカード決済のほか、「ともしび募金」があり
ます。この活動は東京善意銀行の原点の１つです。設立翌年の昭和40年７月にタクシーの中に募金箱を置
いたのが始まりで、その後、現在も設置いただいている信用組合や都庁舎、役所等に広がっていきました。
昨年度は都内約560カ所に置いた
募金箱に合計2,076,442円ものご
寄附を賜りました。ぜひ、街で見かけ
た際はご協力お願いいたします。

ともしび募金

東京善意銀行では
社会福祉施設等への
寄附のご相談を承っております。

東京の寄附のカタチ

　　     改訂版社会福祉法人会計の実務
 　　　 第2編決算編
令和３年１月に発行された「令和２年版 社会福
祉法人会計の実務 第２編 決算編」の改訂版で
す。前版以降の社会福祉法人会計基準等の改正
を取り込み、令和７年３月までの会計関係行政
指導通知の改正等を反映した内容となっていま
す。改正された社会福祉法においては、決算承
認手続き等が詳細に規定され、法人情報及び決

算情報の公表義務等にも対応する会計の実務は複雑になったため、具
体的に実務をサポートできる内容とすることを目標に作成しました。
◆規格 A4判・440頁　◆発売 2025.12.1
◆定価 5,500円（本体5,000円＋税10％）

ふくしのしごとがわかる本2026年版 福祉の仕事と就職活動ガイド
主に福祉職場への就職をめざしている方を対象に、福祉の仕事にはどのようなもの
があり、仕事をする上でどのような資格や要件が必要なのか、就職活動をどのように
すすめたら良いのかについてまとめたものです。分野ごとの福祉の仕事の内容、福祉
の資格や福祉業界の求人の現状や傾向、就職活動の方法、就職に関わる情報源などを
紹介しています。
◆規格 B5判・116頁　◆発売 2025.11.10　◆定価 1,100円（本体1,000円＋税10％）

保育園における働き方改革と保育業務の実態 ～調査報告書～
東社協保育部会で会員園の現場職員を対象に保育士業務の実態を調査し、その結果
をまとめ、提言に結びつけました。
◆規格 A4判・142頁　◆発売 2022.11.02　◆定価 990円（本体900円+税10％）

新刊 新刊

● 第74回東京都
　 社会福祉大会のご案内
今年度は、458名41団体に東
京都社会福祉協議会会長表
彰状・感謝状を贈呈します。

2025年12月19日（金）
14：30～16：00
東京都庁第一本庁舎
大会議場
東京都、東京都共同募
金会、東京都社会福祉
協議会

● 「ゆめ応援ファンド」助成金
　 -2026年度募集-
都内におけるボランティアグループ、市民活
動団体を対象とした活動資金助成制度です。

上限50万円
（2026年4月1日以降の支払費用が対象）
申請書に必要書類を添付して郵送
～2026年1月6日（火）まで
 ＊消印有効
東京ボランティア・
市民活動センター
TEL：03-3235-1171

● 社協実践フォーラム
　「“してみたい”からはじまるつながりの
カタチ」のご案内

助成金額

募集期間
申込方法

問合せ先

2026年1月23日（金）13：30～16：30
ハイブリッド開催
（会場：AP東京八重洲／Zoomミーティング）
地域活動に興味のある方は誰でも
東社協HP内の申込フォーム
地域福祉部 地域福祉担当

日 時
方 法

対 象
申 込
問合せ先

日 時

場 所

主 催

社協の取組みを発信し、地域のみんなでどんな
地域を創りたいか、そのために何ができるかを一
緒に考えるイベントです。

こども家庭庁は2025年10月に児童福
祉法に創設された「地域限定保育士
制度」に基づき、6府県が認定を受け、
試験の実施が可能になったことを発
表。全国で保育士不足が課題とされる
なか、特定の地域での保育士確保を
めざす。

13
11 ６府県で

「地域限定保育士」の
試験実施へ

ピックアップ
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　重複障害があったり、路上生活をしていたり、DV被害者で

あったり―。さまざまな障害や何らかの生きづらさにより日

常生活を送ることが困難な人が、その人らしく生きることが

できるように支援に取り組んできた救護施設。1950年制定

の生活保護法に基づく入所施設として、障害や年齢、背景等

を問わず、支援を必要とする人を受け入れ、居住支援を基礎

とした生活支援をはじめ、地域移行を見据えた居宅生活訓

練など、その人の状況に応じた生活の場を支えてきました。

また、地域で暮らす人の一時入所や相談など生活困窮者等

の支援にも取り組み、「地域のセーフティネット」を担ってき

た救護施設の役割は、血縁や地縁が弱体化し、一人ひとりの

問題が多様化する現代においてますます大きくなっていると

いえます。

　全国救護施設協議会からも地域のセーフティネット施設

として機能するために、関係機関との連携による地域支援を

目標とした行動指針が出されているほか、2024年には国か

ら個別支援計画の制度化が示され、地域との連携が一層求

められている状況があります。こうした動きを受け、都内10か

所の救護施設で構成される東社協救護部会は2025年度の

重点的な取組みとして「施設の専門的な機能を活かした地域

づくり」を掲げ、関係機関や地域住民等に施設を理解しても

らうことから始めています。部会長の手塚真一さんは、「関係

機関をはじめ、福祉を勉強する学生や地域住民にも救護施

設がまだまだ知られていない現状があります。支援が必要な

人につながるには、まずは救護施設のことを地域に知っても

らわなければ」と取組みの背景を話します。

自分たちの取組みや思いを
多様なかたちで伝えることから
　救護施設は一体どんなところなの

か―。まずは都内10施設の特徴や取

組みをまとめたパンフレットや、職員

のインタビューを交えたPR動画など

を部会として作成し、広く知ってもらうことをめざしてきまし

た。また、こうしたメディア発信に加え、利用者の地域移行を

担う職員間の情報交換を目的とした地域勉強会を、近年は

「拡大勉強会」として参加対象を都内福祉事務所や更生福祉

施設にも拡大。今年で３回目となる勉強会の担当者である高

橋正隆さんは、「事例を共有して意見交換をすることで、救護

施設の役割や機能に対する理解がすすむとともに、顔のみえ

る関係性が築かれることを意図しています」と話します。続け

て副部会長の 富澤達也さんは、「一施設だけでは伝わりにく

いことも、複数の施設の話を通じて、関係者の理解が深まる

ことを実感しています」と改めて部会として場を持つ意義に

触れます。そのほか、部会外の場で事例発表をしたり、民生児

童委員の見学を受け入れたりと、多様な切り口から施設を

知ってもらうことをすすめています。

誰一人取り残さない、
地域のセーフティネットであり続けるために　
　「地域のセーフティネット」として地域の生活困窮者等に向

けて取り組んできたそれぞれの施設。これまでの取組みを継

続しながら、地域に対してどんな取組みをしていくべきなの

かを常に模索していると皆さんはいいます。法人として生活

相談所を立ち上げ、地域で暮らす人の相談を受けてきた手塚

さんは、「生活保護を受給できないけれど経済的に厳しい世

帯とか、8050世帯とか、制度の狭間にあって支援が必要なの

に手が届いていない人が多くいることがこの間みえてきまし

た。救護施設はそうした人にどうやって支援をしていけるか。

もちろん救護施設だけではできないし、地域の多様な関係者

とともに考えていかなければなりません。そのためにも救護

施設のことをまずは知ってもらい、理解してもらう。それが施

設の専門性を活かした地域づくりへの大きな一歩では」と改

めて強調します。地域で暮らす人の命と生活を支える「地域

のセーフティネット」であり続けるために何ができるのか―。

都内１０施設はこれからも向き合い続けていきます。

今号では、東社協中期計画の取組みの柱Ⅰ「つながり、支え合う地域
づくり」に基づく救護部会の取組みについてお届けいたします。

地域のセーフティネットとして、
誰一人取り残さない
地域共生社会づくりを
東社協 救護部会

パンフレットや動画は部会ページから
ご覧いただけます。

救護部会ページ

救護部会 副部会長

富澤 達也さん
（社福）アゼリヤ会
優仁ホーム 施設長

救護部会 地域勉強会担当

高橋 正隆さん
（社福）救世軍
自省館 施設長

救護部会 部会長

手塚 真一さん
（社福）村山苑
村山荘 施設長

東社協の本 ご注文は東社協図書係まで  ☎03-3268-7185

東社協トピックス

　　 母子福祉部会 紀要 No.18（令
和6年度）社会的養護の担い手として
の母子生活支援施設の役割と課題
母子生活支援施設が、母子分離せずに生活
できる施設として培ってきた支援内容と現状
について、調査結果を数値化するとともに、よ
り地域に必要とされる施設としての機能をど
のように展開できるか議論した委員会活動
報告、会員施設の紹介など掲載しています。
◆規格 A4判・100頁　◆発売 2025.10.29
◆定価 2,200円（本体2,000円＋税10％）

介護等体験マニュアルノート 2024年11月改訂版
介護等体験に対する理解を助け、主体的な学習を促進することを目的に作成。近年の
社会福祉関係の法改正を反映し、その他の内容やワークシートも最新版に更新され
ています。介護等体験の事前・事後の学習にぜひお役立てください。
◆規格 A4判・66頁（ファイル付き）◆発売 2024.11.05
◆定価 1,100円（本体1,000円＋税10％）

「保育現場における配置基準の見直し 
～見直すことで、こんな風に変わっていける！～」調査報告書

保育業界全体の質の向上や保育士のライフワークバランス実現など、配置基準の見
直しの一助としてご活用ください。
◆規格 A4判・242頁　◆発売 2024.09.30　◆定価 1,320円（本体1,200円+税10％）

新刊

　謹んで新年のご挨拶を申し上げます。
　昨年は、東京において複数の自然災害が発生しました。被災された方々に心よりお見舞い申し上
げます。特に台風が襲った八丈島では、家屋の被害や断水の長期化などがありました。本会では、
東京都とともに「東京都災害ボランティアセンター」を開設し、八丈町社協が設置した“八丈島ささ
えあいセンター「あすなろ」”へ、区市町村社協のご協力のもと、応援職員を派遣しています。また、
災害救助法等の改正を受け、在宅避難者支援のため、「東京都災害派遣福祉チーム」を派遣し、
訪問調査活動などを実施しました。取組みを通じて、改めて災害時における地域の支え合いやそのための平時からのつ
ながり、多様な主体が連携・協働して被災者支援に取り組むことの重要性を、強く痛感したところです。
　こうした災害に備えた福祉的支援体制も含め、国の社会保障審議会福祉部会では、昨年12月、2040年を見据えた報
告書をとりまとめました。地域共生社会の更なる展開や身寄りのない高齢者等への支援、介護人材の確保などについて
も今後の方向性が示されています。東社協として、社会の変化に機敏に対応しながら「東京らしい多様性を活かした地域
共生社会」をビジョンに、誰もが地域とのつながりの中で“自分らしく”生きることができる地域共生社会を、皆様と共に
創っていきたいと考えております。今年も皆様のご協力をお願いいたします。

東京都社会福祉協議会

会長　川澄 俊文

地域共生社会を“共に創る”年 頭 所 感

● 第74回東京都社会福祉大会を開催
2025年12月19日（金）に東京都、東京都共同募金会、東
京都社会福祉協議会の共催により、東京都社会福祉大会
を開催しました。当日は、東
京の社会福祉の発展に功
績のあった458名41団体
に、表彰状・感謝状が贈呈さ
れました。

● 「Session!TOKYO2025」を開催しました
東社協知的発達障害部会では、障害者週間にあわせて、2025年
11月27日（木）～29日（土）の3日間にわたり、「Sess ion！
TOKYO2025」を開催しました。当日は、障害者施設の自慢の商品
販売や作品の展示を実施し、多くの方にお越しいただきました！
イベントは終了しましたが、特設サイトでは当日の様子
を掲載しています。QRよりぜひご覧ください。

● 「市民社会をつくるボランタリーフォーラムTOKYO2026」開催のご案内
私たちの暮らしに関わるさまざまな社会問題に焦点をあて、私たちにできることを考えるイベントです。今年度のテーマは、「これからを
変える、挑戦を。～Action&Imagination～」。市民一人ひとりが社会課題に対して「挑戦」し、未来を想像しながら行動につなげていこ
うという意味が込められ、21の分科会を企画しました。みなさんのご参加をお待ちしています。

2026年2月7日（土）・8日（日） 
１分科会：1,000円　学生または18 歳未満の方は無料
会場参加・フィールドワークの3分科会以上は 一律3,000円
飯田橋セントラルプラザ及びオンラインほかで開催

日　時

会　場

参加費
QRコードよりお申込ください。
東京ボランティア・市民活動センター
ボランタリーフォーラム担当
TEL： 03-3235-1171

問合せ先

参加申込
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　都内女性自立支援施設5施設からなる「女性支援部会」は、

売春防止法に基づく「保護・更生」を目的とした公的な女性

支援の在り方を変えるべく、長年に渡り当事者に寄り添う支

援と支援現場からのソーシャルアクションを重ねてきまし

た。その声が「困難な問題を抱える女性への支援に関する法

律（以下、「女性支援法」）」の成立につながり、2024年4月に

施行されています。「困難な問題を抱える女性」は、女性であ

ることにより、性暴力や性的虐待、性的搾取などの性的な被

害を受け、身体的・心理的外傷や、偏見・差別等の経験に起因

する孤立・生きづらさ等を抱えています。当事者の侵害された

人権を回復し、その人らしい日常生活を取り戻すための包括

的で切れ目ない支援が必要です。

　今回、5回目となる「都内女性支援関係者意見交換会」は、

東京都女性相談支援センターや区市の女性相談支援員、民

間の支援団体の参加を得て、法施行3年後の見直しに向け、

改めて支援現場から現状や課題を振り返り、発信していく場

として2025年11月に開催されました。

当事者を真ん中に、垣根を超えた連携を
　まず、東京都女性相談支援センターから、2024年秋に開

始したSNS相談が、相談できる場所やシェルター等を知らな

かった女性の支援につながる入り口となっている状況や、

一時保護所を経ずに女性自立支援施設へ直接入所できる

「プレ入所方式（※1）」の実績等が報告されました。

　次に区市の女性相談支援員から、基本計画の策定状況や

支援調整会議について共有がありました。女性支援法では、

区市町村に支援の責務があることがはじめて規定されていま

す。報告では法施行による成果として、守秘義務がかかる個別

ケースの支援調整会議が、庁内をはじめ医療や住まいなどの

多様な関係機関との連携による支援や、本人が参加すること

で自己決定を尊重した支援につながっていることが挙げられ

ました。そして、今後さらに連携を確かなものとするため、地

域福祉計画や重層的支援体制整備事業の実施計画に「困難

を抱える女性の支援」を盛り込む必要性が提起されました。

加えて、支援を必要とする女性の多くは自らを責め相談をた

めらう傾向にあり、「窓口につながっているケースは氷山の一

角」「アウトリーチを通して当事者とつながる民間団体との連

携が欠かせない」と、官民協働の必要性が示されました。

　また、女性自立支援施設いずみ寮の横田千代子さんは、

「女性の福祉」「人権の尊重や擁護」といった新たな基本理念

のもと、「困難な問題を抱える女性」の定義に「性的な被害」

という言葉が入ったことの意義を強調しました。その上で

「私たちは女性支援法を実践に活かすことができているの

か」を改めて問いかけ、当事者を真ん中にした垣根を超えた

連携や、民間団体との協働をさらにすすめていくことの重要

性を訴えました。

早期につながり、
被害からの回復を中長期に支える
　さらに横田さんは、「施設における通所型支援モデル事業
（※2）」を紹介しながら、被害を未然に防ぐために、地域の中で

女性の居場所づくりに取り組む必要性や、中長期に被害から

の回復支援ができる女性自立支援施設の活用を呼びかけま

した。

　東京都の若年被害女性等支援事業に取り組む民間の4団

体からは、繁華街でのアウトリーチ活動や、ゆるやかで安心

できる居場所やシェルターの提供など、民間性を活かした取

組みの共有や、改めて加害者を生み出す社会のありようなど

が指摘されました。また、当事者女性の若年化がすすんでい

ること、自傷や希死念慮のある人が多く、精神疾患や軽度の

知的障害を抱えているなど課題が複合的な状態にあること

が示され、「新たな連携が急務」と、さらなる協働が呼びかけ

られました。

　女性支援部会では、法施行3年後の見直しを見据え、これ

からも官民による連携を深め、新たな協働により、困難を抱

える女性一人ひとりの「生きる」を支えます。

※１ 女性自立支援施設を利用しやすくするため、施設見学・
一時保護委託を経て本入所するしくみ。2022年に試行、
現在は都の基本計画に位置づけられている。

※２ 女性自立支援施設において、女性の多様な居場所を確保
し、自立支援を図る事業。都内では2025年度は2施設で
実施、2026年度にはさらに2施設での実施を予定。

「女性支援法」のもと、
官民が協働する支援体制を
東社協 女性支援部会

東社協中期計画の取組みの柱Ⅱ「包括的支援の体制づくり」に基づき、
女性支援部会により開催された「都内女性支援関係者意見交換会」に
ついてお伝えします。

女性支援部会
ページ

マンスリーニュース 2025.12.26～2026.1.25

東社協トピックス

「福祉人材確保への取組み」フクシロウレター

東京都福祉人材センターでは、福祉の仕事に関心を持っていただくための
セミナーや相談会を都内各地で開催しています。
「社会的養護施設のお仕事　合同就職説明会（2/18）」、「社協の仕事 ミニ
セミナー(2/27)」では、東社協の会員施設・社協のご協力のもと、現場職
員から仕事の魅力を発信していただく企画を予定しています。東社協の
ネットワークを活かした取組みに今後もご期待ください。

東社協のネットワークを活かした就職イベントを開催しています

全国の18歳以上3,000人を対象に実施され
た「更生保護制度に関する調査」の結果によ
ると、更生保護に携わる民間協力者や団体に
ついての認知度について、保護司を知ってい
る人は全体の66.8％、更生保護施設を知って
いる人は44.7％であった。 いずれの数字も
平成30年9月調査よりも認知度が上がった。
「いずれも知らない」は18.4％だった。

26
12 内閣府「更生保護制度

に関する世論調査（速
報値）」を公表

16日に開かれた社会保障審議会介護給付
費分科会において、厚生労働省は26年6月
に行う臨時介護報酬改定における「処遇改
善加算」の拡充内容について説明。加算の
対象をこれまでの介護職員から、訪問介護
やケアマネジメント等介護従事者全体にま
で拡大するほか、生産性向上や協働化に取
り組む事業所には上乗せ措置を講じる。

16
1 介護報酬臨時改定、処遇

改善加算の拡充内容が
明らかに

都が発表した「特別養護老人ホームの
入所申込者の状況に関する調査」によ
ると、在宅・要介護3以上でかつ入所
の優先度が高い申込者は2,888人で
前回調査から約4％減少した。特別養
護老人ホームの整備や特定施設の開
設がすすみ、施設・居住系サービスの
選択肢が増えたこと等が背景にある。

26
12 東京都、特別養護老

人ホームの入所申込
者減少

ピックアップ

企画担当ではさまざまな媒体で
福祉に関する情報をお届けしています！

〇メールマガジンを毎週金曜日に配信しています。
　東社協の最新情報に加え、国や東京都の福祉に関わる情報もあわせて
掲載しています。１週間単位での情報収集にぜひご活用ください。

〇「ふくし実践事例ポータルサイト」では、福祉施設や事業所、区市町村社会
福祉協議会、地域住民による福祉に関わる実践事例等を発信しています。
　地域課題や多様な主体による取組みを知るツールに、また新たな取組
みのきっかけになればと思います。

東社協の本
生活相談員のための
ショートステイマニュアル 〔改定版〕

相談員や多職種の方々にもっとショートステ
イを理解してほしいと思い、マニュアル本とし
てまとめました。ショートステイにかかわる相
談員が当然知っていなければいけない基本的
な知識や、リスクマネジメントの視点などを掲
載。振り返りとしても活用いただけます。
◆規格 Ａ4判・110頁　◆発売 2015.06.15 
◆定価 1,430円（本体1,300円＋税10％）

介護施設のためのキャリアパスのつくり方・動かし方
本書では、キャリアパスモデル規程を実行可能なものとして策定するために何が必
要なのか、何をすべきか、何ができるか等、具体的な解説を加え、詳細な事例を掲載し
ています。また、キャリアパス制度に必要な帳票類をCD-ROMに収録しています。
◆規格 Ａ4判・88頁　◆発売 2017.02.17　◆定価 1,540円（本体1,400円＋税10％）

改正社会福祉法対応のための規程集 第２弾
理事・監事などの選任、理事長・理事会、監事等の機能、定款細則など改正社会福祉法
に対応しております。社会福祉法人の活動の一助に。
◆規格 Ａ4判・290頁　◆発売 2017.03.08　◆定価 3,300円（本体3,000円+税10％）

ご注文は東社協図書係まで  ☎03-3268-7185

CD-ROM付き

CD-ROM付き

東京都福祉人材センター、東京都保育人材・保育所支援センター
の取組みやイベント情報については、随時ホームページでお知らせ
をしております。「フクシロウ」
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今、こんな
動きがありま

すF   ocus on!

ともに地域づくりを考える場を
　区市町村社会福祉協議会部会では、都内の社協職員から

なる「都内社協職員連絡会（以下、職連）」を組織し、職員相互

の連携による社協活動の進展を目的に活動しています。職連

では小地域活動の推進を目的に2018年から「地域福祉

フォーラム」を実施してきましたが、今年度から「社協実践

フォーラム」に名称を改め企画・運営することとなりました。

本フォーラムの目的を

　①社協の存在や役割を発信する

　②社協以外で活動する人 と々、社協の職員がともに

　　地域づくりを考える場をつくる

の２点に定め、単に情報発信するだけでなく、参加者が“一緒

に考える”ことを大切にしたいと考えました。昨年度、約30年

ぶりに内容が見直された「社会福祉協議会基本要項2025」

が策定されました。この間の社会や経済の変化、地域生活課

題の複雑化・複合化などをふまえると、わたしたち社協の果

たすべき使命はますます大きくなっていると思います。です

が、実際社協の存在はまだまだ知られていない。このフォー

ラムを通して社協が身近にあることを広く伝えるとともに、自

分たち自身が社協の原点に立ち返るような機会になったら

と思い、検討をすすめました。

“社協ならでは”を感じる体験
　テーマを考えるために都内社協の取組みの調査やヒアリ

ングをするなかで、東京都内の地域性・取組みの多様性をひ

しひしと感じましたね。なので、参加者が暮らす、あるいは活

動する地域の様子とかけ離れすぎてもイメージしづらいよ

ね、と話をしてバランスを考え、取り上げる事例や全体の方

向性を組み立てました。職連のメンバーは経験も担当業務も

バラバラ。だからこそこんな視点があるのか！こんな取組み

があるのか！と発見がありました。それと同時に、社協同士で

抱える課題は同じだなと思うこともあって、それは自分の社

協にいるだけじゃわからなかったことでした。

　フォーラムには約120名の方々に来ていただき、そのうち

の３割は社協職員以外の方々でした。興味を持ってもらえ

たのは率直にうれしいです。社協職員同士では見知った顔

もあったようで、普段の業務から離れて自然と情報交換が

はじまっていて、お互いがフラットな関係性である社協らし

さを感じる瞬間でした。

社協が、社協職員がこれからできること
　フォーラムが終わって思うことは、まず社協の実践を知っ

てもらうきっかけをつくることができたこと、今後回を重ね

るにあたっては日頃関わる地域住民の実状をもっと伝えて

いきたいということです。例えば「身元保証人がいない方が

いる」という個別の問題をどう地域で支えていくか。まさに

社協基本要項で掲げる活動原則のひとつ「個別支援と地域

づくりの一体的展開」につながると思います。また、人が人

に伝える力って大きくて、そこから理解や共感が生まれるな

と感じました。今回のような出会いの場をつくっていくこと

も必要だし、わたしたち社協職員もいろいろな人や場に出

会いにいきたいです。そして理解・共感を得て生まれていっ

た小さなアクションをまたこの場で伝えていく、そうした渦

を巻き起こすこともできたらなと思います。

　とはいえ、社協職員一人ひとりの社協基本要項の理解も

まだまだこれから。目の前の業務に真摯に向き合うととも

に、社協の存在や役割の発信と、さまざまな人を巻き込んで

ともに地域を考える機会づくりを、職連という機能を活用し

てすすめていけたらと思います。

「社協って身近だな」と
思ってもらえるように
東社協 区市町村社会福祉協議会部会

今号では、東社協中期計画の取組みの柱Ⅴ「福祉の可視化と包摂に
向けた共感づくり」に基づく区市町村社会福祉協議会部会の取組みを
ご紹介します。

社会福祉協議会
基本要項2025

社会福祉協議会
とは

東京ボランティア・市民活動センター（TVAC）では、区市町村のボランティア・市民
活動センター長が集まる会議を年４回実施しています（うち１回は各センターの運
営委員会委員も対象にした拡大版）。2月には、次年度の事業展開も見据え、地域
ニーズの把握をテーマに足立区および調布市のセンターからの話題提供とグルー
プ討議を行いました。共有した取組みや工夫を持ち帰り、今後のセンター事業に活
かしています。

 
互いに聞きあい事業に活かす「センター長会議」

「現場に足を運んで、団体の人だけでなく参加者の
声も聞くようにしている」「ニーズを把握した後、い
かに事業につなげていくかが大切」といった声が聞
かれました。

東京ボランティア・市民活動センターのホームページでは、
ボランティアや講座情報等を掲載しています。

実施報告

マンスリーニュース 2026.1.26 ～2.25

厚労省が公表した「警視庁の自殺統
計に基づく自殺者数の推移等」によ
れば、2025年の年間自殺者数は1万
9,097人（暫定値）で、前年より1,223
人減。一方、小中高生の自殺者数は
532人（男子255人、女子277人）
で前年より3人増加し、過去最多と
なった。

29
1 自殺者数初めて２万

人下回るも、子ども
や若年層は高止まり

帝国データバンクの調査によると、2025
年に発生した「保育園」運営事業者の倒
産・休廃業は46件となった。前年の31件に
比べると15件の増加となり、年間で過去最
多となったことが分かった。待機児童ゼロ
を目的に保育施設の整備がすすむなか、足
元では利用者から選ばれる園と淘汰され
る園の二極化の加速を分析している。

「保育園」の倒産や休廃業、
過去最多を更新15

2

現行の売春防止法においては売る側の
勧誘行為に対する処罰規定があるのに
対して、「買う側」の罰則規定がないこと
がかねてより問題視されていた。こうした
点をふまえて、法務省は「成人間の売買春
の規制の在り方を議論する有識者検討
会」の設置を発表。「買う側」への処罰の
要否や、法定刑の引き上げなどを協議。

成人間の売買春の規制
の在り方を議論する有識
者検討会を設置へ10

2
ピックアップ

東社協の本
児童養護施設 事務処理の
手引～第六次改訂版～

初版は1971年11月。改訂を重ね、
第六次改訂版を発行しました。措
置費・東京都補助金編、会計編、庶
務編に分け、最新の情報を皆様に
提供できるようにしています。こ
の手引書を日常業務でぜひご活
用ください。
◆規格 Ａ4判・417頁
◆発売 2024.01.24
◆定価 2,860円
　　　（本体2,600円＋税10％）

チームで取り組む地域共生社会づくり Vol.2
民生児童委員･社会福祉法人･社会福祉協議会の3者連携による4つの実践事例集

東社協では民生児童委員・社会福祉法人・社会福祉協議会の地域福祉コーディネーター等
の３者が核となり、地域の多様な主体と連携を図りながら地域共生社会づくりをすすめ
る「東京モデル」を提起しています。本ブックレットは、３者がつながり地域で実践されて
いる４つの事例を紹介しています。
◆規格 A5判・40頁　◆発売 2023.04.07　◆定価 495円（本体450円＋税10％）

生きづらさや孤立を包摂するための７つの実践事例集
「生きづらさや孤立に苦しむ人たち」の現状や課題を把握することを目的に、さまざまな分
野の取組みに関し、ヒアリングを実施しました。多くの人に知っていただくことを目的に、
本ブックレットを作成しました。
◆規格 A4判・36頁　◆発売 2021.07.02　◆定価 935円（本体850円+税10％）

ご注文は東社協図書係まで  ☎03-3268-7185

ぼらせん通信

東社協トピックス
● 社会福祉法人として“身寄り”問題にどのように取り組んでいくか
　 ―東京都地域公益活動推進協議会 区市町村ネットワーク情報交換会
東京都地域公益活動推進協議会地域ネットワーク推進委員会の主催により2月18日
に開かれた区市町村ネットワーク情報交換会。近年対応
が急がれる“身寄り”がないことにより個々人が直面する
課題に、社会福祉法人や区市町村ネットワーク（＊）は何が
できるのか―。社会動向や、地域や福祉施設の実践をふ
まえながらそれぞれが考える時間を過ごしました。
（＊）区市町村域における社会福祉法人のネットワーク。

!
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